


伊予市長

令 和 5 年 8 月 25 日

伊予市監査委員報告第７号

令 和 ４ 年 度 伊 予 市 各 会 計

決 算 審 査 意 見 に つ い て

　地方自治法第233条第2項及び第241条第5項の規定により、審査に付された令和４年度伊予市

各会計歳入歳出決算について審査したので、その結果について次のとおり意見を提出します。
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　　  令和４年度伊予市一般会計歳入歳出決算

 〃

〃

〃 伊予市介護保険特別会計歳入歳出決算

〃 伊予市飲料水供給施設特別会計歳入歳出決算

〃 伊予市浄化槽整備特別会計歳入歳出決算

〃 伊予市農業集落排水特別会計歳入歳出決算

〃 伊予市伊予港上屋特別会計歳入歳出決算

〃 伊予市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

〃 伊予市都市総合文化施設運営事業特別会計歳入歳出決算

　　  各会計歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調書

　　  各会計歳入歳出決算及び附属書類について関係諸帳簿等と照合し、計数の正確性、予算

　 執行の適否等について審査した。

　　  審査の対象となった決算及び附属書類は関係法令に準拠して作成され、その計数は正確

　  であり、予算執行状況についても適正であると認められた。

令和４年度伊予市各会計歳入歳出決算審査意見書

審 査 の 対 象

審 査 の 結 果

審 査 の 方 法

伊予市国民健康保険特別会計歳入歳出決算(診療施設勘定）

審 査 の 期 間

伊予市国民健康保険特別会計歳入歳出決算(事業勘定）

　　  令和５年６月２３日から令和５年７月２１日まで

-1-
－ １ －



－ ２ －

　令和４年度の各会計別決算の状況は、上記のとおりである。       

　歳入総額は、29,261,103,861 円、歳出総額が 27,809,712,180 円で、前年度に比べ歳入では 1,006,901 千

円（3.3％）減少し、歳出においても 533,873 千円（1.9％）減少している。        

　形式収支額は 1,451,391,681 円となり、前年度より 473,027 千円（24.6％）減少している。       

　翌年度へ繰越すべき財源 205,840,900 円は、繰越明許費繰越額であり、これを差し引いた実質収支額       

は、1,245,550,781 円となり、前年度より 642,393 千円（34.0％）減少している。        

審　査　の　概　要

　１　総　　括



　一般会計と特別会計との相互の繰出金は、一般会計から 1,306,846,780 円（前年度より 68,583 千円、

5.0％減少）、特別会計から 4,738,000 円（前年度より 3,907 千円、45.2％減少）で、これを差し引いた純

計決算額は、歳入では、一般会計が 19,512,644,259 円（前年度より 724 千円、3.6％減少）、特別会計が

8,373,777,845 円（前年度より 27千円、0.3％増加）となり、歳出では、一般会計が 17,077,006,316 円（前

年度より 426,206 千円、2.4％減少）、特別会計が 9,421,121,084 円（前年度より 35,178 千円、0.4％減少）

となっている。        

－ ３ －



　２　一　般　会　計

－ ４ －

　歳入予算現額は、20,020,297,000 円で前年度より 553,854 千円（2.7％）減少、調定額は 19,839,004,172 円で

前年度より 1,268,342 千円（6.0％）減少している。     

　収入済額は、19,553,962,236 円で調定額に対する収入率は 98.6％となり、前年度より 987,232 千円（4.8％）

減少している。   



　 収入未済額のうち、国庫支出金及び県支出金は、繰越事業費にかかるもので、実質的な収入未済は、

市税、分担金及び負担金（保育所保護者負担金等）、使用料及び手数料（市営住宅家賃等）、諸収入で

ある。       

－ ５ －



　支出済額は、18,383,853,096 円で前年度より 494,789 千円（2.6％）減少している。       

　翌年度繰越額は、繰越明許費 562,615,900 円である。       

－ ６ －



　不用額の総額は 1,073,828,004 円で、予算現額の 5.4％（前年度 5.9％）となり、前年度より 144,302

千円減少している。款別不用額（比率）の多いのは、商工費 50,687 千円（対予算比率 8.7％）、衛生

費 147,914 千円（対予算比率 7.4％）、農林水産業費 67,338 千円（対予算比率 7.4％）となっている。     

－ ７ －



－ ８ －



－ ９ －



（１）　歳入の概要

　第１款　　市　　　　税

　調定額は、3,997,799,847 円で前年度より 9,153 千円（0.2％）減少している。このうち、現年度分

は 3,936,847,279 円で、前年度より 15,466 千円増加している。また、滞納繰越分は 60,952,568 円で、     

前年度より 24,618 千円減少している。     

　収入済額は、3,934,141,351 円で前年度より 7,385 千円（0.2％）減少している。このうち、現年度

分は 3,910,461,708 円で、前年度より 15,162 千円増加し、滞納繰越分は 23,679,643 円で、前年度より     

22,547 千円減少となっている。     

－ 10 －



　収入率は 98.4％で、前年度と同率である。このうち、現年度分は 99.3％で前年度と同率である。滞納繰越分

は 38.8％で前年度より 15.2 ポイント減少している。     

　以上の結果、不納欠損額を差し引いた当年度末の収入未済額は 58,718,413 円となり、前年度より 2,053 千円

（3.4％）減少している。        

－ 11 －



－ 12 －

　地方譲与税の収入済額は 187,778,000 円、前年度より 6,538 千円（3.6％）増加している。         
※　地 方 揮 発 油 譲 与 税＝地方揮発油税法の規定による地方揮発油税の収入額に相当する額を都道
　　　　　　　　　　　　　　府県及び市町村に対して譲与されるもので、市町村にはその100 分の 42
　　　　　　　　　　　　　　を市町村道の延長と面積で按分して譲与される。      
※　自 動 車 重 量 譲 与 税＝自動車重量譲与税法により、自動車重量税の収入額の 3分の１（当分の
　　　　　　　　　　　　　　間は1,000分の407）の額を市町村に譲与されるもので、市町村道の延長    
　　　　　　　　　　　　　　と面積で按分して譲与される。      
※　森 林 環 境 譲 与 税＝森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律により森林環境譲与税の10      
　　　　　　　　　　　　　　分の 9に相当する額が、市町村に譲与されるもので、市町村譲与額の10     
　　　　　　　　　　　　　　分の 5に相当する額を私有林人工林の面積で、10 分の 2に相当する額を      
　　　　　　　　　　　　　　林業就業者数で、10 分の 3に相当する額を人口で按分して譲与される。      
          
第３款　　利 子 割 交 付 金          
          
　利子割交付金の収入済額は 3,240,000 円で、前年度より 1,485 千円（31.4％）減少している。         
※　利　子　割　交　付　金＝地方税法により、道府県民税の利子割の収入額から事務費を控除した額
　　　　　　　　　　　　　　の 5分の 3が市町村の個人県民税の額に按分して交付される。      
          
第４款　　配 当 割 交 付 金          
          
　配当割交付金の収入済額は 19,473,000 円で、前年度より 1,897 千円（8.9％）減少している。         
※　配　当　割　交　付　金＝平成 15 年度税制改正により、金融証券税制の軽減簡素化という観点から      
　　　　　　　　　　　　　　創設された道府県民税の配当割の収入額から事務費を控除した額の 5分    
　　　　　　　　　　　　　　の 3が市町村に交付される。      
          
第５款   　株式等譲渡所得割交付金          
          
　株式等譲渡所得割交付金の収入済額は16,066,000円で、前年度より 10,513 千円（39.6％）減少している。         
※　株式等譲渡所得割交付金＝配当割交付金と同じく、道府県民税の株式等譲渡所得割の収入額から事 
　　　　　　　　　　　　　　務費を控除した額の 5分の 3が市町村に交付される。      

第２款　　地　方　譲　与　税



第６款　　法人事業税交付金          

　法人事業税交付金の収入済額は 58,710,000 円で、前年度より 14,955 千円（34.2％）増加している。         
※　法 人 事 業 税 交 付 金＝県に納付された法人事業税の 100 分の 7.7 に相当する額が法人住民税の法     
　　　　　　　　　　　　　　人税割額及び従業者数に応じて市町村に交付される。      
          
第７款　地方消費税交付金

　地方消費税交付金の収入済額は 832,550,000 円で、前年度より 20,799 千円（2.6％）増加している。         
※　地 方 消 費 税 交 付 金＝地方消費税の市町村に対する交付金である。都道府県が、地方消費税の清      
　　　　　　　　　　　　　　算を行った後の金額の 2分の 1に相当する額を地方消費税交付金として、     
　　　　　　　　　　　　　　市町村に対して人口及び従業者数で按分して交付される。      
          
第８款　ゴルフ場利用税交付金          

　ゴルフ場利用税交付金の収入済額は 9,156,735 円で、前年度より 53 千円（0.6％）増加している。         
※　ゴルフ場利用税交付金＝都道府県が収納した、当該ゴルフ場に係るゴルフ場利用税の 10 分の 7 に      
　　　　　　　　　　　　　　相当する額を、都道府県からゴルフ場所在の市町村に対して交付される。      
          
第９款   環境性能割交付金          

　環境性能割交付金の収入済額は 14,121,000 円で、前年度より 1,718 千円（13.9％）増加している。         
※　環 境 性 能 割 交 付 金＝地方税法により、道府県が徴収した環境性能割の収入額の 61.75％が市町     
　　　　　　　　　　　　　　村道等の延長及び面積に応じて市町村に交付される。      
          
第 10款　地方特例交付金          

　地方特例交付金の収入済額は 44,183,000 円で、前年度より 1,962 千円（4.6％）減少している。         
※　地 方 特 例 交 付 金＝個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体      
　　　　　　　　　　　　　　の減収分を補てんするために交付される。      

　新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特別交付金の収入済額は 1,532,000 円で、前年度より     
25,333 千円（94.3％）減少している。         
※　新型コロナウイルス感＝中小事業者等が所有する償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税の軽減
　　　　　　　　　　　　　　措置等による地方団体の減収を補塡するため交付される。      

          
第 11款　　地　方　交　付　税                    

　地方交付税の収入済額は 6,393,774,000 円で、前年度より 124,933 千円（1.9％）減少している。         
          
第 12款　交通安全対策特別交付金          

　交通安全対策特別交付金の収入済額は 3,478,000 円で、前年度より 321 千円（8.4％）減少している。         
※　交通安全対策特別交付金＝道路交通法附則第 16 条により、交通違反の反則金収入を交通安全施設の      
　　　　　　　　　　　　　　設置及び管理に要する費用に充てるため、都道府県及び市町村に対し、交      
　　　　　　　　　　　　　　通事故の発生件数、人口の集中度、その他の事情を考慮して政令の規定に     
　　　　　　　　　　　　　　より算出した額が交付される。       

－ 13 －

　染症対策地方税減収
　補 て ん 特 別 交 付 金



－ 14 －

負担金（私立保育所保護者負担金）941,260円の収入未済金である。

分担金及び負担金の調定・収入済額の差額は、1,155,060円で、その内訳は、老人福祉費負担金（緊急
分担金及び負担金の収入済額は42,399,361円で、前年度より7,285千円（14.7％）減少している。

手数料は、調定・収入済額ともに62,836,060円で、前年度より1,813千円（2.8％）減少している。
 費使用料40,805,596円である。
 より7,547千円、5.3％増加）となっている。収入未済額の内訳は、保育所等使用料1,128,950円、住宅管理
使用料は、調定額191,893,832円（前年度より6,178千円、3.3％増加）、収入済額149,959,286円（前年度

 通報装置利用者負担金）12,000円、保育所費負担金（保育所保護者負担金等）201,800円及び児童運営費

第13款　　分担金及び負担金

第14款　　使用料及び手数料

第15款　　国　庫　支　出　金



－ 15 －

第16款　　県　支　出　金

　委託金は、調定・収入済額ともに7,814,821円で、前年度より600千円（7.1％）減少 している。

　国庫負担金は、調定額2,040,734,123円で、前年度より124,169千円（5.7％）減少している。

額650,000円は、繰越明許事業分（水産物供給基盤機能保全事業650,000円）である。

　国庫補助金は、調定額1,352,061,711円で、前年度より874,558千円（39.3％）減少している。収入済額と

の差額68,960,000円は、繰越明許事業分（都市再生整備計画事業13,053,000円、橋梁維持事業15,563,000円、

　県負担金は、調定・収入済額ともに820,054,684円で、前年度より14,008千円（1.7％）増加している。

　県補助金は、調定額524,228,773円で前年度より170,451千円（24.6％）減少している。収入済額との差

　委託金は、調定・収入済額ともに98,143,329円で、前年度より21,147千円（27.5％）増加している。

都市公園施設長寿命化事業9,844,000円、小学校施設長寿命化改良事業30,500,000円）である。



－ 16 －

第17款　　財　産　収　入

第18款　　寄　附　金

第19款　　繰　入　金

さと納税84,511,000円、一般寄附金133,498円）、総務管理費寄附金（地方創生事業費寄附金10,000,000円）

である。

　 繰越金の収入済額は1,662,551,942円で、前年度より648,246千円（63.9％）増加した。

 　寄附金の収入済額は94,744,498円（前年度より35,599千円、27.3％減少）で、これは一般寄附金（ふる

税基金28,991,990円）が繰り入れされている。

　 繰入金の収入済額は総額401,317,977円で、特別会計の伊予港上屋特別会計から4,738,000円、基金から

36,579,977円（畑地かんがい用水確保基金1,587,987円、義務教育施設整備基金6,000,000円、森林環境譲与

円で、前年度より6,255千円（14.7％）減少している。

　財産運用収入は、財産貸付収入22,658,455円及び利子及び配当金592,921円並びに基金運用収入12,958,411

　財産売払収入は、予算現額3,000円に対し、収入済額は0円である。

第20款　　繰　越　金



－ 17 －

第21款　　諸　収　入

第22款　　市　　債

　貸付金元金収入済額は、勤労者教育資金貸付制度預託金元金収入5,000,000円と中小企業融資預託金

　 延滞金・加算金及び過料の収入済額6,326,527円は、市税延滞金である。

 　市預金利子の収入済額82,727円は、歳計現金預金利子である。

　 市債は992,500,000円借り入れ、前年度より329,000千円（24.9％）減少している。

元金収入35,000,000円である。貸付金元利収入の調定額と収入済額の差額は、住宅新築資金等貸付金元

  雑入の収入済額は144,279,533円で、主なものは、民生費雑入75,702,247円、総務費雑入11,507,872円、

衛生費雑入11,069,966円、商工費雑入6,806,206円等である。

　受託事業収入の収入済額16,672,030円は、後期高齢者医療広域連合受託事業収入である。

利収入の収入未済額81,135,815円である。



－ 18 －

　予算現額2,982,354,000円に対し、支出済額は2,629,869,425円、執行率は88.2％で、前年度より1,303,656千

　なお、翌年度繰越額217,110千円は、繰越明許費の高度無線環境整備推進事業である。

実施された。

 務費12,540千円（構成比8.6％）である。

円（5.4％）増加している。主な事業として、情報化推進事業75,234千円、新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金事業72,249千円、地域公共交通事業57,060千円、ふるさと納税事業41,037千円などが

予算現額１51,019,940円に対し、支出済額は146,444,641円、執行率は97.0％で、前年度より2,665千円

 （1.9％）増加している。執行内容は、議員報酬及び職員給料等の人件費133,905千円（構成比91.4％）、事

第１款　　議　会　費　

第２款　　総　務　費

（２）　歳出の概要



主な事業として、介護給付費等支給事業968,321千円、保育事業921,629千円、生活保護事業491,414千円、

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業219,578千円などが実施された。

なお、翌年度繰越額41,078千円は、繰越明許費の小児科新規開業促進事業40,000千円、及び認定こども

園改修工事設計業務委託事業1,078千円である。

円（5.6％）減少している。

予算現額7,358,961,000円に対し、支出済額は6,820,551,419円、執行率は92.7％で、前年度より401,703千

円、予防接種事業101,337千円、健康増進事業32,789千円などが実施された。

予算現額1,988,181,000円に対し、支出済額は1,840,267,158円、執行率は92.6％で、前年度より310,192千

円（20.3％）増加している。

 　主な事業として、ごみ処理事業351,499千円、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業243,980千

支出済額5,000,000円は、勤労者教育資金貸付制度預託金である。
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第３款　　民　生　費

第４款　　衛　生　費

第５款　　労　働　費

‒
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第６款 　　農 林 水 産 業 費 

第７款　　商　工　費

第８款　　土　木　費　　

　主な事業として、中山間地域等直接支払事業76,374千円、農村環境保全向上活動支援事業58,059千円、

主な事業として、感染症対策（原油・物価高騰）商工振興事業92,646千円、新型コロナウィルス対策

なお、翌年度繰越額16,820千円は繰越明許費の漁業振興助成事業15,520千円、及び水産物供給基盤機能

予算現額910,221,000円に対し、支出済額は826,063,158円、執行率90.8％で、前年度より55,630千円
（7.2％）増加している。

木材産業国際競争力強化対策事業54,300千円、新規就農総合支援事業26,716千円などが実施された。

保全事業1,300千円である。

（24.8％）減少している。
予算現額585,490,000円に対し、支出済額は534,802,762円、執行率は91.3％で、前年度より176,516千円

関連商工振興事業89,029千円、新型コロナウィルス対策関連観光事業61,608千円などが実施された。
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第９款　　消　防　費

第10款　　教　育　費

主な事業は、道路維持事業142,220千円、橋梁維持事業81,915千円、都市再生整備計画事業77,798千円、

 　

主な事業は、消防団詰所整備事業50,126千円、消防団設備等整備事業467千円などが実施された。支出

 （6.0％）減少している。

学校生活支援員等設置事業54,232千円、通学バス・タクシー運行事業41,565千円などが実施された。

　主な事業は、学校給食セ ンター運営事業156,968千円、文化交流センター管理事業58,851千円、小学校

予算現額1,533,364,750円に対し、支出済額は1,314,025,751円、執行率は85.7％で、前年度より84,564千円

予算現額866,889,000円に対し、支出済額は840,003,292円、執行率は96.9％で、前年度より26,125千円

済額のうち690,039千円は伊予消防等事務組合負担金である。

（3.2％）増加している。

予算現額1,702,296,000円に対し、支出済額は1,556,149,849円、執行率は91.4％で、前年度より113,806千
円（6.8％）減少している。

土木総務事業42,163千円などが実施された。
なお、翌年度繰越額111,222千円は、繰越明許費の道路維持事業21,600千円、橋梁維持事業28,072千円、

市単独道路改良事業5,300千円、都市公園施設長寿命化事業21,379千円、都市再生整備計画事業34,871千円
である。
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第11款　　災　害　復　旧　費

第12款　　公　債　費

第13款　　諸　支　出　金

予算現額2千円に対し、支出済額は0円である。

 金償還金1,713,309,354円、地方債利子償還金等114,424,287円である。
なお、当年度末の現在高は次ページの表のとおりとなっている。

予算現額101,508,000円に対し、支出済額は42,942,000円、執行率は42.3％で、前年度より329,633千円
（88.5％）減少している。

 旧事業3,000千円である。
　　主な事業は、道路橋りょう災害復旧事業35,584千円、河川災害復旧事業4,358千円、林業用施設災害復

　なお、翌年度繰越額57,258千円は繰越明許費の林業用施設災害復旧事業10,600千円、及び道路橋りょう
災害復旧事業46,658千円である。

当初予算額10,000,000円から、議会費の（目）議会費へ214,940円、総務費の（目）地域事務所費へ250,000円、
　民生費の（目）老人福祉施設費へ682,000円、衛生費の（目）保健センター運営費へ572,000円、農林水産業
　費の（目）農業施設管理運営費へ528,000円、教育費の（目）学校管理費へ673,750千円を充用している。

予算現額1,827,931,000円に対し、支出済額は1,827,733,641円、執行率100.0％である。内訳は、地方債元

第14款　　予　備　費
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３　特　別　会　計
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（１）　国民健康保険特別会計（事業勘定）

　歳入は、調定額 4,363,745,331 円に対し、収入済額 4,305,398,264 円で、収入済額は前年度より

28,683 千円（0.7％）減少している。このうち国民健康保険税は、調定額 720,099,897 円に対し、

収入済額 661,846,217 円で、前年度より 42,454 千円（0.6％）減少し、収入未済額は 56,539,928 円

で、前年度より 14,907 千円（20.9％）減少している。なお、不納欠損額は、1,713,752 円となって

いる。

　歳出は、予算現額4,416,613,000 円に対し、支出済額は4,256,155,242 円で、前年度より 4,500 千

円（0.1％）減少している。

　主な支出は、保険給付費 3,151,139,350 円で全体の 74.1％を占めている。

（２）　国民健康保険特別会計（診療施設勘定）

　歳入は、調定・収入額ともに 62,456,388 円で、前年度より 5,940 千円（10.5％）増加している。

このうち診療収入は、45,814,328 円で、前年度より 4,967 千円（9.8％）減少している。

　歳出は、予算現額 51,939,000 円に対し、支出済額は46,154,029円で、前年度より 906千円（2.7％）

増加している。

　主な支出は、施設の維持管理を行う総務費 34,087,192 円で全体の 73.9％を占めている。

（３）　介護保険特別会計

　歳入は、調定額 4,543,480,086 円に対し、収入済額 4,533,215,526 円で、収入済額は前年度より

132,887 千円（3.0％）増加している。

　収入未済額 8,922,460 円は、第 1号被保険者保険料である。



　歳出は、予算現額 4,675,136,000 円に対し、支出済額は 4,337,864,195 円で、前年度より 69,970

千円（1.6％）増加している。

　主な支出は、保険給付費 3,740,265,483 円で全体の 86.2％を占めている。

（４）　飲料水供給施設特別会計

　歳入は、調定額 4,461,292 円に対し、収入済額 4,446,472 円で、収入済額は前年度より 1,074 千

円（19.5％）減少している。

　歳出は、予算現額5,259,000 円に対し、支出済額 4,446,472 円で、前年度より 1,072 千円（19.4％）

減少している。

　主な支出は、施設の維持管理を行う総務費 3,013,370 円で全体の 67.8％を占めている。

（５）　浄化槽整備特別会計

　歳入は、調定額 15,606,879 円に対し、収入済額15,190,079 円で、収入済額は前年度より14,670

千円（49.1％）減少している。

　収入未済額 378,410 円は、浄化槽使用料の未収によるものである。

　歳出は、予算現額 18,019,000 円に対し、支出済額は 15,190,079 円で、前年度より 14,670 千円

（49.1％）減少している。

　主な支出は、施設の維持管理を行う総務費 10,001,339 円で全体の 65.8％を占めている。
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（６）　農業集落排水特別会計

　歳入は、調定額117,134,398円に対し、収入済額116,470,418円で、収入済額は前年度より18,287

千円（18.6％）増加している。

　収入未済額 651,190 円は、農業集落排水使用料の未収によるものである。

　歳出は、予算現額 127,354,000 円に対し、支出済額 116,470,418 円で、前年度より 18,287 千円

（18.6％）増加している。

　主な支出は、施設の維持管理を行う総務費 69,394,950 円で全体の 59.6％を占めている。

（７）　伊予港上屋特別会計

　歳入は、調定・収入額ともに 8,997,120 円で、前年度より 816 千円（8.3％）減少している。

　歳出は、予算現額 12,477,000 円に対し、支出済額は 11,293,496 円で、前年度より 1,649 千

円（17.1％）増加している。

（８）　後期高齢者医療特別会計

　歳入は、調定額 573,102,213 円に対し、収入済額 572,281,013 円で、収入済額は前年度より

25,957 千円（4.8％）増加している。

　収入未済額 817,820 円は後期高齢者医療保険料の未収によるものである。

　歳出は、予算現額596,366,000 円に対し、支出済額553,183,593 円で、前年度より30,227千

円（5.8％）増加している。

　主な支出は、後期高齢者医療広域連合納付金 536,523,647 円で全体の 97.0％を占めている。
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（９）　都市総合文化施設運営事業特別会計

　歳入は、調定・収入額ともに85,846,491円で、収入済額は前年度より157,675千円（64.7％）

減少している。

　歳出は、予算現額 85,525,000 円に対し、支出済額 85,101,560 円で、前年度より 143,397 千

円（62.8％）減少している。
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